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1.研究の背景 

我が国は京都議定書の目標達成に向けて､各地域で削減目

標に向けた取り組みが行われている｡そうした削減目標を

個々の地域で独自に行う場合､取り組みの強弱によっては費

用に差が生じる可能性があり､わが国全体のみを対象とした

分析とは異なる結果が予想され､効率的な地域別温室効果ガ

ス削減に向けて適切な目標設定と各地域の資源利用を考えな

ければならない｡ 

2.既存研究 

日本経済センター(2010)は､日本を 8 地域に分割して､2005

年の地域間産業連関表を基準ケースとして､わが国全体で基

準年比 25%の二酸化炭素排出規制をしたシナリオを比較静学

モデルデ解いている｡そして､産業構造よって地域への経済的

影響に差が出ることを示している｡ 

3.研究の目的 

本研究では､我が国を9地域(北海道･東北･関東･中部･近畿･

中国･四国･九州･沖縄)に分割し､県別温室効果ガス削減目標

値と再生可能エネルギー導入目標値を地域別に集計し､2010

年を対象に､排出削減目標の経済活動への影響や再生可能エ

ネルギーの効果について分析する｡ 

4.応用一般均衡(CGE)モデル 

CGE モデルとは､所与の条件のもと家計や企業などの経済

主体がどのように行動し､その結果どのような均衡が市場に

おいて達成されるかを表現する経済モデルである｡このモデ

ルではミクロ経済学の一般均衡理論で想定しているように経

済主体が行動することを仮定している｡つまり､生産部門では

利潤最大化を､最終消費部門では効用最大化が仮定されてい

る｡今回は地域間モデルであるので､各財や生産要素の市場は

地域ごとに複数存在し､その全てで均衡するモデルとなって

いる｡ 

 
図 1:CGE モデルの概要 

5.多地域モデル 

 本研究で用いられるモデルは､2005 年地域間産業連関表を

もとに､28部門(表2)に集約して構築された多地域モデルであ

る｡地域別に生産された財･サービスがそれぞれの地域間で移

動することが仮定されている｡家計から提供される資本と労

働も同様にやり取りがあるが､財･サービスと比較して地域間

の移動は制限されると仮定している｡ 

 

表 2:部門表 

 

 

 

図 3:多地域モデル 

6.地域別温室効果ガス排出削減計画策定方法 

地域別の目標は公表されている県別目標をもとに 2010 年

の値を試算し､モデルの地域に集約している｡再生可能エネル

ギー導入目標が明記されていない県については､環境エネル

ギー政策研究所(2010)のデータを使用している｡ 

7.分析ケース 

本研究では､2005 年のデータをもとに構築したモデルを

2010 年の活動を再現した上で､地域別の対策を組み込んだ試

算を行う｡2010 年の資本と労働の賦存量は､2010 年の想定に

あわせて更新すると共に､TFP とエネルギー効率改善を仮定

し､各部門における投入産出構造を修正したものをなりゆき

ケースとした｡また､地域別に設定されている排出目標を各地

域に想定するケースについては､以下を設定した｡ 

1.再エネ未導入･地域間の排出量取引なし（目標ケース） 

2.再エネ導入･地域間の排出量取引なし（目標再エネケース） 

3.再エネ未導入･地域間の排出量取引あり（取引ケース） 

4.再エネ導入･地域間の排出量取引あり（取引再エネケース） 

また､各地域における目標設定の影響を分析するために､各地

域同じ削減率を設定し、再エネ未導入･地域間の排出量取引あ

りの一律ケースとそれに再エネ導入した一律再エネケースを

設定した｡ 
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8.分析 

<地域別排出目標> 

なりゆきケースと目標(地域別目標･排出量取引なし･再生

可能エネルギーなし)ケースを比較する｡なりゆきケースの場

合 GDP は 522.3 兆円､目標ケースの GDPは 518.5 兆円となる｡

つまり､地域別目標を二酸化炭素排出量取引なし･再生可能エ

ネルギー未導入で達成すると､GDPはなりゆきケースに比べて

4.8 兆円減少することが分かる｡また､地域別 GRP は北海道で

-0.2兆円､東北で1.7兆円､関東で-4.4兆円､中部で-0.8兆円､

近畿で-0.4 兆円､中国で-0.5 兆円､四国で-0.2 兆円、九州で

-0.1 兆円、沖縄で-0.1 兆円の変化があった｡東北で増加して

いる理由は、その他部門の粗生産が 1.2 兆円上昇しているた

めである｡ 

<①再生可能エネルギーが地域別削減目標に与える影響> 

目標(地域目標･排出取引なし･再エネなし)ケースと目標

再エネ(地域目標･排出取引なし･再エネあり)ケースを比較す

る｡目標ケースの GDPは 517.5兆円であるのに対し、目標再エ

ネケースの GDP は 518.3 兆円であった。このため、再生可能

エネルギー導入目標を達成させることによって､0.8 兆円 GDP

が上昇することが分かる｡また、GRP は東北･九州･沖縄で GRP

が 0.1 兆円上昇している｡そして何より､変化量はわずかであ

るが全ての地域で GRPが上昇する｡また、取引・一律ケースで

も再生可能エネルギー導入することによって、すべての地域

で GRPが上昇することが分かる。 

<②地域間の排出量取引が影響> 

目標(地域目標･排出取引なし･再エネなし)ケースと取引

(地域目標･排出取引あり･再エネなし)ケースを比較する｡そ

の結果､目標ケースの GDP は 517.5 兆円に対して､取引ケース

は 518兆円であり､排出量取引を行うことで GDPは 0.5兆円上

昇する｡また､GRP は北海道 0.4 兆円､関東 0.1 兆円､中部-0.3

兆円､近畿-0.4兆円､四国 0.3兆円､九州 0.1兆円､沖縄 0.2兆

円の GRPの変化があった｡また、GRPが減少している中部と近

畿では二酸化炭素排出量と粗生産額が増えていた。これから、

中部と近畿の GRP の減少は排出量を購入したことから生じた

ものだと考えられる。また､排出取引後の地域別二酸化炭素排

出量が再生可能エネルギー未導入で全国で地域目標の総量を

達成した上で GDP を最大とする地域別二酸化炭素排出量とな

る｡ 

<③地域目標の公平性> 

一律(全地域一律 17%減･排出取引あり･再エネなし)ケース

と取引(地域目標･排出取引あり･再エネなし)ケースを比較す

る｡排出量取引を行っているので､一律ケースの GDP は 518 兆

円で､取引ケースの GDP と同じとなる｡また、GRP は地域目標

から一律 17%減の排出目標にすることで､北海道-0.3 兆円､東

北-0.1兆円､関東-0.2兆円､中部 0.9兆円､近畿 0.2兆円､四国

-0.2 兆円､九州-0.1 兆､沖縄-0.2 兆の変化があった｡中部､近

畿の 2 地域が上昇しているが､これはこの二つの地域の二酸

化炭素排出目標が自地域の 2005 年排出に対して比率的に他

の地域とくらべて低いことを表している｡ 

 

図 4:ケース別 GDP 

 

図 5:ケース別 GRP 

 

以上の結果から以下のことが言える｡ 

･地域目標である二酸化炭素排出量を達成すると､GDP は

522.3兆円から 517.5兆円に減少する｡ 

① ･地域目標である二酸化炭素排出量を達成するとき､再生

可能エネルギーの導入目標値を達成することで GDPは

518.5兆円となり 0.8兆円上昇する｡ 

･現在の地域目標で二酸化炭素排出量取引を行っても行

わなくても、また取引ありで全地域一律で二酸化炭素を

削減するケースであっても､再生可能エネルギーを導入

することで全ての地域の GRPと GDPは上昇する｡ 

② ･地域目標である二酸化炭素排出量を達成するとき､二酸

化炭素排出量取引を行うことで GDPは 0.5兆円増加し､

518兆円となる｡ 

・排出量取引後の地域二酸化炭素排出量が目標を全国で

達成したときに最大の GDPとなる地域別排出量である。 

③ ･現在の地域目標であっても､全地域一律で削減する目標

であっても、二酸化炭素排出量取引が行われると､目標を

全国で達成するときの最大の GDPとなる｡ 

･全地域一律で 17%削減目標よりも中部では 0.9兆円､近

畿では 0.2兆円 GRPを下げる地域目標を立てている｡ 

･地域目標である二酸化炭素排出目標値がその地域の

2005年の排出に対して比率的に大きいところほど一律で

規制をかけた時よりも地域目標を達成した方がなりゆき

ケースからの GRPの減少は少ない｡ 

それを踏まえて､ 

全国で 2010 年の二酸化炭素排出量を 1990 年の 98%にする

時､取引を行うのであれば､全国の排出目標を達成する目標な

ら、現在の地域目標でも全地域一律に削減する目標であって

も、GDP は変わらず、その目標を全国で達成する最大の値と

なる｡しかし､排出量取引を行わないのであれば､2010 年の二

酸化炭素排出量を 1990年の北海道 86%､青森 132%､関東 108%､

中部 115%､近畿 85%､中国 81%､四国 97%､九州 77%､沖縄 104%に

しなければ GDPは最大にはならない｡ 

  その上で地域は再生可能エネルギーを導入して､二酸化炭

素排出目標を達成した時に起こる GRP の減少量を抑える必要

がある｡ 
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